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（証券コード　3939）
2020年12月1日

株　主　各　位
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー31階

株式会社カナミックネットワーク
代表取締役 山 本 拓 真

第20回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
　さて、当社第20回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上
げます。
　なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、当日のご来場は控えていただきま
すようお願い申し上げます。議長を含めすべての出席役員はウェブ会議システムを通
じた遠隔からの出席となり、来場いたしません。株主の皆様におかれましては、当日
のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数なが
ら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、2020年12月17日（木曜日）午後６時までに到着するようご
送付いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2020年12月18日（金曜日）午前10時（午前９時開場）
２．場 所 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

恵比寿ガーデンプレイスタワー４階　ＳＰＡＣＥ６
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第20期（2019年10月１日から2020年９月30日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第20期（2019年10月１日から2020年９月30日まで）計
算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件

以　上

株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イ
ンターネット上の当社ウェブサイト(https://www.kanamic.net/)に掲載させてい
ただきます。
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＜株主の皆様へのお願い＞

　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、書面により事前の議決権行使をしていた
だき、当日のご来場はお控えください。
　株主総会当日までの感染拡大状況や政府等の発表内容により対応を更新する場合が
ございます。インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.kanamic.net/）
よりご確認くださいますようお願い申し上げます。
　株主総会にご来場をいただく場合は、マスク着用をお願い申し上げます。当日は運
営スタッフによる検温、およびアルコールによる手指消毒をお願いしておりますので、
ご協力をお願い申し上げます。
　株主総会の運営スタッフは、マスク着用で応対をさせていただきます。
　ソーシャルディスタンス確保のため、会場の座席数は３０席のみとなっております。
座席数以上のご来場があった場合や発熱等の感染の疑いのある場合は、会場へのご入
場をお断りさせていただきますので、予めご了承ください。
　本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、開催時間を短縮する
観点から、議場における報告事項（監査報告を含みます。）および議案の詳細な説明
は省略させていただきます。株主の皆様におかれましては、事前に招集ご通知にお目
通しくださいますようお願い申し上げます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策などを背景とした
企業業績や雇用、所得環境の改善傾向が継続しておりましたが、新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響により国内外を問わず家計や企業の活動が著しく制限された
ことに伴い、経済活動の水準が大きく低下するなど依然として厳しい状況にあり
ます。なお、年度終盤において一部持ち直しの動きがみられております。
　当社グループを取り巻く環境におきましては、超高齢社会の到来に伴い、介護
費、介護保険サービス利用者数及びサービス提供事業者数は増加し、介護事業全
体の底上げが続いております。2018年度の介護保険制度改正では、高品質かつ
効率的な介護サービスの提供可能な体制整備を推進する観点から、地域包括ケア
システムのより一層の推進と、ＩＣＴの活用及び介護の担い手の拡大などが謳わ
れており、また、介護保険法において各市区町村における在宅医療・介護の連携
推進が義務化されるなど、医療・介護事業全体でサービス提供のより一層の効率
化が求められております。
　このような状況のもと、当社グループは、医療・介護をつなぐ地域包括ケアを
実現するシステムを提供していることから、各省庁との共同プロジェクトに参加
し、国の政策と同じ方向性をもつシステム開発会社となるよう努めるとともに、
介護保険制度改正に対応する準備を整え、継続して適時にシステム改修を行い、
システム利用者の負担軽減により、ユーザーの利便性の向上を図っております。
その結果、総務省の「IoTサービス創出支援事業」の実証実験を通じて「カナミ
ッククラウドサービス」を基軸とした介護における各種データの活用連携を進め
るとともに、東京都が実施する「東京都多職種連携ポータルサイト設計・開発業
務委託」に係る事業を受託するなど、当社グループの「カナミッククラウドサー
ビス」で培った医療・介護連携のノウハウが地域の医療・介護連携に貢献してお
ります。さらに、子育て支援に対する自治体等との連携体制構築を目的とした「子
育てワンストップサービスによる子育て支援ネットワーク強化事業」を昨年より
始めており、同事業が総務省の情報通信技術利活用事業費補助金（地域IoT実装
推進事業）の対象に採択されております。また、遠隔医療に豊富な実績のある国
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立大学法人旭川医科大学と「遠隔医療・介護のIoTクラウド利用の地域包括ケア・
グローバルモデル構築」を目的とした共同研究も前期に引き続き実施しておりま
す。新たな事業といたしましては、医療・看護・介護業界における深刻な人手不
足の解消に寄与する目的で同業界向け人材紹介サービスおよび給与前払いサービ
ス、コロナウイルス関連商材の提供などを開始しております。一方で、当社グル
ープにおけるシステムのプラットフォーム化の一環として、コンテンツサービス
の充実、人材データベースマッチングサービスや医療・介護事業者向け物販サー
ビスの稼働、サービス付き高齢者向け住宅におけるIoT連携など、他社との業務
連携を進めてまいりました。
　さらに、当社グループのシステムがプラットフォーム化に対応していくことに
伴い取得される患者・要介護者等の情報をビッグデータとして解析し、国や自治
体、保険会社等が必要としているエビデンスを見つけ出すＡＩサービス等の展開
を通じて医療・介護分野における地域連携をさらに推進させ、患者・要介護者、
全ての医療・介護事業者にソリューションを提供するための研究活動も実施して
おります。
　なお、新型コロナウイルス感染症の流行拡大に伴い当社グループの主たる顧客
である介護事業者の一部において、介護事業の活動が制限される状況となってお
りますが、現時点における当社グループへの影響は軽微となっております。
　また、医療・介護・子育て事業者の感染拡大防止や事業継続支援を目的として、
マスク約35万枚の寄付を行っております。

　これらの結果、当連結会計年度の売上高は1,881百万円、営業利益は654百万
円、経常利益は676百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は472百万円とな
りました。なお、当連結会計年度より連結計算書類を作成しておりますので、前
連結会計年度との比較分析は行っておりません。

(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は107百万円であり、その主な内容
は、カナミッククラウドサービスにおけるソフトウエアの機能強化95百万円によ
るものであります。

(3) 資金調達の状況
　特記すべき事項はありません。
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(4) 対処すべき課題
　近年の医療・介護業界に関連するステークホルダーの様々な課題が顕在化して
きております。まず家族と患者・要介護者である高齢者とが抱える課題としては、
家族の介護のために介護をする方が仕事を辞めなければならないという介護によ
る雇用喪失の問題や家族の繋がりの希薄化の問題が考えられます。次に、介護事
業者が抱える課題としては、業界全体としての人材不足やケアマネジャーなどの
採用の難しさ、そして介護事業者のサービス内容が患者やその家族に伝わらない
といった問題が考えられます。加えて、特に業界で多くを占める中小介護事業者
において、設備投資や資金繰り、資金決済といった事業規模に伴う諸問題がござ
います。また、病院医師や在宅医師の抱える課題として、業務があまりに多忙す
ぎる点や患者の情報不足に起因して、有効な医薬品の利用や患者への対応が遅延
することがあります。さらに、看護師や介護士における課題として、最新の治療
等の情報不足や知識・経験の欠如から来るサービス品質の低下があります。
　当社グループは、このような医療・介護業界全体が抱える課題を克服すること
が当社グループの課題と考えて、以下のような対処を行っております。

①　クラウドサービス提供事業の拡大
　当社グループのクラウドサービスは、自治体・医療・看護・介護の連携に関
してシステム内でのコミュニケーションが可能な多職種間連携を実現する介護
請求・業務管理システムとして介護保険制度施行時の2000年より提供されて
いるシステムであり、当該システムにより国が目指す「地域包括ケア」の実現
に寄与してまいりました。当社システムの導入により、医師、看護師、ケアマ
ネジャー、介護士といった方たちの情報連携による地域包括ケアを実現するこ
とが可能となり、サービスの質の向上と業務の効率化が進められるようになっ
ております。
　今後は、介護サービスのニーズの高い地域から順次営業所を設立し、地域に
根ざしたサービスを提供し、患者とその家族に対して効果的かつ安定的な介護
環境を生み出すことで、家族介護による離職問題を回避し、若者の社会進出の
活性化を図るとともに、家族の繋がり自体を活性化させることを課題と考えて
おります。
　また、地域連携のさらなる推進により、患者、要介護者、全ての医療・介護
事業者といった医療・介護業界全体のユーザーの利便性を向上させ、情報共有
プラットフォームの構築に貢献し、急性期医療から回復期医療、そして在宅医
療といった各段階における適切な医療や介護の対応を可能にするため、各段階
の患者のニーズの変化に適宜対応できるようシステム開発への取り組みを継続
していく方針であります。
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②　新規事業領域の拡大
ⅰ　コンテンツ事業

　当社グループのカナミッククラウドサービス内において、医療・介護に関
連する有益な情報をコンテンツとして提供し、広告宣伝収入を得ております。
当社の提供する広告は、医療・介護に関連する方々に有益な情報をタイムリ
ーに提供するものであり、その導入によって、医療・介護関係者が最新の医
薬品の情報や介護関連機器等の情報を取得することができるようになり、医
療・介護の質の向上に寄与します。
　今後は、在宅医療・介護の広がりにあわせ、広告を通じた情報に対するニ
ーズがより高まっていくと予想され、より広い情報を提供するため、大手広
告代理店と協力し、広告宣伝主を広く集め、さらに医療・介護関係者の役に
立つ情報提供システムとなっていく必要があると考えております。

ⅱ　ビッグデータ解析事業
　当社グループは、カナミッククラウドサービスの提供を通じて取得した膨
大な医療・介護関係のデータを蓄積しております。
　今後は、平均寿命の伸びと少子化に伴う高齢化社会が進展する状況下にお
いて、クラウドに蓄積されたビッグデータの解析事業を通じて、よりよく、
かつ効率的に介護を行える環境を整えることに寄与してまいります。

ⅲ　シェアリングエコノミー関連事業
　当社グループは、カナミッククラウドサービス上で当社グループのシステ
ムユーザーにおける求人ニーズと人材データベースのマッチングサービスを
提供しております。
　今後は、人材サービスのみならず、介護関連器具、車両、施設といった介
護事業者が必要とするあらゆるニーズに対応できる仕組みを整え、介護業界
の発展に寄与してまいります。

ⅳ　フィンテック関連事業
　当社グループはカナミッククラウドサービスの提供を通じた効率的な請求
管理サービスを提供しておりますが、介護事業では介護給付費の決済に関連
する業務に従来型の非効率な部分が多く存在しております。
　今後は、請求管理に加え、資金繰り、新たな決済手段などのサービスライ
ンナップの追加を図り、決済関連の効率化に寄与してまいります。
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③　情報管理体制の強化
　当社グループは、提供するカナミッククラウドサービスにおいて数多くの患
者・要介護者の情報を保有しており、個人情報保護を含む情報管理が経営の重
要課題であると認識しております。当社では、2006年５月に「プライバシー
マーク」を、2017年12月に「医療情報ASP・SaaS情報開示認定制度」をそれ
ぞれ取得しておりますが、今後も定期的な社内教育の実施、セキュリティシス
テムの整備等により、引き続き情報管理体制の強化を図ってまいります。

④　システム基盤の強化
　当社グループは主にクラウドを利用したインターネット上での事業を展開し
ていることから、サービス提供に係る当該システム稼働の安定性を確保するこ
とが経営上の重要な課題であると認識しております。また、長期的に高齢者人
口の増加が見込まれており、要介護者数も合わせて増加するため、ユーザー数
の増加に備えたサーバーリソースが必要になります。当社グループは、今後も
その重要性に鑑み、継続的に安定運用を図るため、システム基盤の強化への取
り組みを継続していく方針であります。

⑤　コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の強化
　当社グループは現在成長段階にあり、継続的な成長を続けることができる事
業基盤の確立に向けて、コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制のさらな
る強化が経営上の重要な課題であると認識しております。事業の拡大に伴い、
内部管理体制の一層の充実に努め、業務の適切性、財務報告の信頼性及びコン
プライアンス体制の強化を図ってまいります。

⑥　人材の採用と育成
　当社グループは、継続的成長のためには、優秀な人材の採用と育成が重要で
あると考えております。
　特に高齢社会に関連する市場はますます拡大し、多くの事業機会が生まれて
おり、これに対応した営業所の新設に伴う営業やサポート面において必要とさ
れる人員を確保する必要があります。
　また、当社グループは介護保険制度等の改正に対応したシステム開発のため
の人員を確保する必要があります。
　そのため、当社グループは当該人材の採用と育成に注力してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜りますよう
お願い申し上げます。
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(5) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区　　分
第 17 期

(2017年９月期)
第 18 期

(2018年９月期)
第 19 期

(2019年９月期)
第 20 期

(2020年９月期)
(当連結会計年度)

売上高 (千円) － － － 1,881,444

経常利益 (千円) － － － 676,999

親会社株主に帰属する
当期純利益 (千円) － － － 472,699

１株当たり当期純利益 ( 円 ) － － － 9.82

総資産 (千円) － － － 2,303,003

純資産 (千円) － － － 1,905,848

１株当たり純資産額 ( 円 ) － － － 39.60

（注）１．当連結会計年度より連結計算書類を作成しておりますので、第19期以前の状況は記載して
おりません。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり
純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区　　分
第 17 期

(2017年９月期)
第 18 期

(2018年９月期)
第 19 期

(2019年９月期)
第 20 期

(2020年９月期)
(当事業年度)

売上高 (千円) 1,291,854 1,504,408 1,685,906 1,881,444

経常利益 (千円) 330,530 380,835 543,274 678,387

当期純利益 (千円) 223,212 256,731 357,915 474,297

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 4.70 5.33 7.44 9.85

総資産 (千円) 1,298,287 1,487,876 1,842,807 2,313,637

純資産 (千円) 956,115 1,172,610 1,490,280 1,916,447

１株当たり純資産額 ( 円 ) 19.86 24.36 30.96 39.82

（注）１．2016年11月１日付で１株につき２株、2017年８月１日付で１株につき３株、2018年４
月１日付で１株につき２株および2019年９月１日付で１株につき３株の割合で株式分割を
行っておりますが、第17期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純
利益および１株当たり純資産額を算定しております。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり
純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

－ 8 －

財産及び損益の状況
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

康納美克（大連）科技
有限公司 10,000千円 100.0％ システム開発

(7) 主要な事業内容
　当社グループは、医療・介護分野における情報共有プラットフォームの構築を
目的とする事業を行っております。

(8) 主要な営業所（2020年９月30日現在）
①　当社

名称 所在地

本社 東京都渋谷区

大阪営業所 大阪市淀川区

福岡営業所 福岡市博多区

名古屋営業所 名古屋市中区

千葉営業所 千葉市中央区

広島営業所 広島市中区

沖縄営業所 那覇市

②　子会社
名称 所在地

康納美克（大連）科技有限公司 中華人民共和国遼寧省大連市

－ 9 －

重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所
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(9) 使用人の状況（2020年９月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

77名 －

（注）１．従業員数には、臨時雇用者は含まれておりません。
２．当連結会計年度より企業集団の使用人の状況を作成しているため、前連結会計年度との比較

は行っておりません。

②　当社の使用人の状況
従業員数 前事業年度末比増減

63名 増減なし

（注）従業員数には、臨時雇用者は含まれておりません。

(10) 主要な借入先
該当事項はありません。

－ 10 －

従業員の状況、主要な借入先
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２．会社の株式に関する事項（2020年９月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 158,400,000株

(2) 発行済株式の総数 48,132,000株

(3) 株　主　数 8,533名

(4) 大　株　主
株 　 　 主 　 　 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％
株式会社ＳＨＯ 13,680,000 28.42

山本　拓真 6,684,000 13.88

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,420,300 7.10

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,923,500 6.07
Ｊ．Ｐ．　ＭＯＲＧＡＮ　ＢＡＮＫ　ＬＵＸＥＭ
ＢＯＵＲＧ　Ｓ．Ａ．　１３０００００ 2,681,200 5.57

野村信託銀行株式会社（投信口） 2,061,000 4.28

山本　洋子 1,400,000 2.90

山本　稔 900,000 1.86

株式会社日本カストディ銀行（信託口９） 859,800 1.78

川西　京也 775,400 1.61
（注）持株比率は、自己株式（1,206株）を控除して計算しております。

－ 11 －

会社の株式に関する事項
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３．会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の
状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 12 －

会社の新株予約権等に関する事項
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４．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 山 本 　 稔 株式会社ＳＨＯ　代表取締役

代 表 取 締 役 副 会 長 山 本 洋 子

代 表 取 締 役 社 長 山 本 拓 真

取 締 役 副 社 長 山 本 景 士 営業部部長兼企画制作部部長

取 締 役 石 川 竜 太 開発部部長

取 締 役 若 林 賢 也 管理部部長

取 締 役 垣 添 忠 生 公益財団法人日本対がん協会　会長

取 締 役 福 川 伸 次 学校法人東洋大学　総長

取 締 役 森 　 中 　 小 三 郎

常 勤 監 査 役 大 用 恭 市

監 査 役 今 谷 俊 夫

監 査 役 千 葉 恒 久 五反田法律事務所　弁護士

（注）１．取締役垣添忠生氏、福川伸次氏、森中小三郎氏は、社外取締役であります。
２．監査役大用恭市氏及び今谷俊夫氏は、社外監査役であります。
３．監査役千葉恒久氏は弁護士の資格を有しており、主に法務面における専門知識や豊富な経験

を活かし、監査の実効性を高めております。
４．当社は、取締役垣添忠生氏、取締役福川伸次氏、取締役森中小三郎氏、常勤監査役大用恭市

氏及び監査役今谷俊夫氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

－ 13 －

会社役員に関する事項
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(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び監査役との間におい
て、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。なお、
当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び監査役が責任の原因となっ
た職務遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額
区　　分 支 給 人 員 報酬等の額

取　　締　　役
（うち社外取締役）

10名
（ 4名）

188百万円
（12百万円）

監　　査　　役
（うち社外監査役）

4名
（ 3名）

16百万円
（11百万円）

合　計
（うち社外役員）

14名
（ 7名）

205百万円
（24百万円）

 
（注）１．上表には、2019年12月20日をもって退任した取締役１名（うち社外取締役１名）および

監査役１名（うち社外監査役１名）を含んでおります。
２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、2015年12月24日開催の第15回定時株主総会において年額500百

万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、2015年12月24日開催の第15回定時株主総会において年額30百万

円以内と決議いただいております。

－ 14 －

会社役員に関する事項
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(4) 社外役員に関する事項
①　重要な兼職先である他の法人等と当社の関係

　取締役垣添忠生氏は、公益財団法人日本対がん協会の会長であります。当社
と兼職先との間には特別な関係はありません。
　取締役福川伸次氏は、学校法人東洋大学の総長であります。当社と兼職先と
の間には特別な関係はありません。

②　社外役員の当事業年度における主な活動状況
氏　名 地　位 主 な 活 動 状 況

垣 添 忠 生 社外取締役
当事業年度に開催された取締役会には12回中12回出席し、
医学界において培った知識・見地から、適宜発言を行ってお
りました。

福 川 伸 次 社外取締役
当事業年度に開催された取締役会には12回中12回出席し、
情報通信業を通じて培った知識・見地から、適宜発言を行っ
ておりました。

森　中　小三郎 社外取締役

当事業年度において、2019年12月20日に監査役を退任され
るまでに開催された取締役会３回中３回、監査役会３回中３
回に出席いたしました。
また、2019年12月20日に取締役に就任以降、当事業年度に
開催された取締役会には９回中９回出席し、企業経営を通じ
て培った知識・見地から、適宜発言を行っておりました。

大 用 恭 市 社外監査役

2019年12月20日に監査役に就任以降、当事業年度に開催さ
れた取締役会には９回中９回、監査役会には10回中10回出
席し、金融行政や銀行協会業務を通じて培った知識・見地か
ら、適宜発言を行っておりました。

今 谷 俊 夫 社外監査役
当事業年度に開催された取締役会には12回中12回、監査役
会には13回中13回出席し、金融業を通じて培った知識・見
地から、適宜発言を行っておりました。

－ 15 －

会社役員に関する事項
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５．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,630千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産
上の利益の合計額 18,630千円

 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

２．監査役会は会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り
の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監
査人の報酬等の額について同意の判断をしております。

(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に
定める項目に該当すると認められ、速やかに解任する必要があると判断した場合
には、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監
査人を解任した旨および解任の理由を報告いたします。
　また、当社都合の場合の他、総合的に判断して会計監査人が適正な監査を遂行
することが困難であると認められる場合には、監査役会での決議により、株主総
会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

－ 16 －

会計監査人の状況



2020/11/19 12:48:47 / 20675955_株式会社カナミックネットワーク_招集通知（Ｆ）

６．会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制

　当社は、業務の適正性を確保するための体制として、取締役会において、「内
部統制システムの整備に関する基本方針」を定める決議を行っており、現在、そ
の基本方針に従って内部統制システムの運用を行っております。その概要は以下
のとおりです。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
ａ 取締役会は、原則として毎月開催し、監査役の出席のもと、経営に係る取

締役の職務執行の監督を行う。
ｂ 取締役会は、独立した社外取締役を置き、取締役会の意思決定及び職務執

行の適法性・妥当性を監督する機能を強化し、経営の健全性・透明性を確
保する。

ｃ 取締役会は、「コンプライアンス規程」及び「倫理行動規範」を制定し、
取締役及び使用人が法令・定款等を遵守することを周知・徹底する。

ｄ 取締役会は、反社会的勢力との関係を断絶することを「倫理行動規範」及
び「反社会的勢力対策規程」において定め、断固たる態度で反社会的勢力
を排除する。

ｅ 業務運営に関する不正行為等を未然に防止し、法令等を遵守した業務運営
の強化を図るため、別に定めた「内部通報に関する規程」に基づき、通報
者の保護を重視した、ラインから独立した相談・通報窓口を設置する。

ｆ 監査役は、監査役会が定めた「監査役監査基準」に基づき、取締役会へ出
席し、業務状況の調査等を通じ、取締役の職務執行の監査を行うととも
に、当社のコンプライアンス体制及びその運用に問題があると認めるとき
は、意見を述べて改善策の策定を求める。

ｇ 代表取締役直轄の内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、各部門の業
務が法令及び定款並びに諸規程等に基づき適正に行われているかを監査
し、内部統制システムの適合性、効率性の検証を行うとともに、その結果
を代表取締役へ報告する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ａ 株主総会、取締役会の議事録、取締役の職務執行に係る重要な情報等は、

法令および「文書管理規程」に従い、定められた期間、適切に保存・管理
する。

－ 17 －

会社の体制及び方針
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ｂ 取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を常時閲覧できるもの
とする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ 取締役会は、リスク管理を経営の重要課題と位置付け、「リスク管理規

程」に基づき、リスクの識別・分析・評価及び対応方針等の策定を行い、
リスク管理体制の整備・強化に努める。

ｂ 重大なリスクが顕在化した場合は、別に定めた「危機管理規程」に基づき
迅速な対応を行い、損害を最小限にとどめるように努める。

ｃ 「個人情報保護規程」等に基づき、機密情報の管理徹底と個人情報の適切
な保護を行う。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ 取締役及び使用人による意思決定と業務執行に関して、「業務分掌規程」

や「職務権限規程」等により、権限と責任を明確にするとともに、組織間
の適切な役割分担ができる体制を確保する。

ｂ 会社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、常勤取締役を
もって構成される経営会議を開催し、その協議を経て業務執行の決定を行
う。

ｃ 役員から使用人に対して、経営方針が伝達され、使用人から取締役に重要
な情報が適切に伝達される仕組みを整備する。

ｄ 取締役会は、中期経営計画および毎年度の事業計画を策定し、経営目標を
明確にするとともに、代表取締役以下業務執行取締役がその達成に向けて
適切に職務を遂行しているか、定期的に報告を受け、その進捗状況を管理
する。

⑤　株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正
を確保するための体制
ａ 当社は、経営理念および倫理行動規範により、グループ全体においてコン

プライアンス体制を構築する。
ｂ 当社は「関係会社規程」に基づき、各グループ会社の状況に応じて必要な

管理を行う。また、各グループ会社の経営成績その他の重要な情報につい
て、当社への定期的な報告を義務付ける。

ｃ 内部監査部門は、各グループ会社の業務の状況について、定期的に監査を
行う。
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⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における当該
使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
ａ 監査役からの求めに応じて、監査役の職務を補助する使用人を、監査役補

助者として任命するものとする。
ｂ ａの使用人については、会社の就業規則に服するが、監査役補助業務に係

る当該使用人への指揮命令権は監査役に属する。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制
ａ 取締役及び使用人は、業務執行の状況を監査役の求めに応じて報告する。
ｂ 取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、又は会

社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項を発見した場合は、直ちに監査役
に報告をする。

ｃ 監査役へ報告した者が、不利益な取り扱いを受けないことを「内部通報に
関する規程」に定め、当該報告した者の保護を行う。

ｄ 内部監査室は、内部監査の年度計画及び監査の実施状況（監査報告書）を
監査役会にも報告する。また、監査役会は、必要に応じて、内部監査室に
対し、追加の監査の実施や改善策の策定を求めることができる。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ 監査役は、取締役会、経営会議その他の重要な会議に出席し、会社の業務

執行に関する報告を受けることができる。
ｂ 監査役の職務執行について生ずる費用に関しては、各監査役の請求に基づ

き、会社が負担するものとする。
ｃ 監査役は、定期的に会計監査人より会計監査の結果を聴取するとともに意

見交換を行い、必要に応じて監査法人の監査に立会い、また、監査業務を
執行した公認会計士と協議の場を持つなどして、監査法人と相互の連携を
高める。

⑨　財務報告の信頼性を確保するための体制
　財務報告の信頼性を確保するため、代表取締役社長が委員長になり、内部統
制委員会を設置している。財務報告の適正性を確保するため、全社的な統制活
動及び各業務プロセスの統制活動を強化し、その運用体制を強化する。
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⑩　反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
ａ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方

　当社は、いかなる場合においても、反社会的勢力との取引を行わず、金
銭その他の経済的利益を提供しない。また、不当要求を受けた場合には、
関係機関とも連携して毅然とした態度で臨み、反社会的勢力による被害の
防止に努める。

ｂ 反社会的勢力との取引排除に向けた整備状況
ⅰ 「倫理行動規範」において、反社会的勢力に対する会社の態度を明文化

し、全職員の行動指針としている。
ⅱ 「反社会的勢力対策規程」や「反社会的勢力調査マニュアル」等の関係

規程等を整備しており、反社会的勢力排除のための体制を構築してい
る。

ⅲ 取引先等について、反社会的勢力に関する確認を実施している。
ⅳ 反社会的勢力の該当有無の調査に関しては、外部関係機関等から得た情

報を収集し、反社会的勢力に該当するか判断している。
ⅴ 反社会的勢力からの不当な要求に備え、警察、全国暴力追放運動推進セ

ンター、弁護士等の外部専門機関との連携関係を構築する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、内部統制システム
の整備及び運用状況について継続的に確認し調査を実施しております。当事業年
度に実施した当社における内部統制システムの主な運用状況は以下のとおりであ
ります。

ａ 業務執行の適正性を確保するための体制
　毎月、定例の取締役会を開催し、各管掌役員から各部門の業務執行内容に
ついて報告を行い、その内容について確認、監督しております。さらに、取
締役会において取締役全員による経営に関する幅広い情報交換を行ってお
ります。

ｂ 監査役の職務執行体制
　監査役会で定めた監査計画に従い、取締役会その他重要な会議に出席し、
取締役及び従業員の業務の執行状況について調査を実施しております。ま
た、会計監査人と適宜、意見交換を行い、適正な監査を実施しているかを検
証しております。
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ｃ 財務報告の適正性を確保するための体制
　財務報告の適正性を確保するため内部統制委員会を組織し、財務報告の適
正性を確保するための内部統制の整備・運用状況を評価し、必要に応じてそ
の見直しを行っております。

ｄ コンプライアンス及びリスク管理に関する取組み
　取締役及び使用人に対して、全社総会等を通して「倫理行動規範」を周知
し、コンプライアンスに関する研修等を実施するとともに、インサイダー取
引防止のための研修等も実施しております。また、「危機管理規程」や「リ
スク管理規程」をもとに、各種危険に対するリスクを個別に認識し、その状
況を常時把握、モニタリングしております。

ｅ 現状において明らかになった課題・改善点
　該当事項はありません。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基
本方針は、特に定めておりません。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を重要課題の一つとして位置付けており、株主
への長期的な利益還元を実現するため、内部留保資金を充実し、環境の変化を先
取りした積極的な事業展開を行う必要があると考えております。
　当社は現在、成長過程にあり、そのため内部留保資金の充実を図ることで、財
務体質の強化と事業拡大のための投資等により株主に対する最大の利益還元に繋
がると考えております。
　配当政策の基本方針としては株主への利益還元と内部留保充実を総合的に判断
し、業績と市場動向の状況に応じて柔軟な対応を行っていく所存でありますが、
当面は配当性向20％以上を基準に配当額を決定する方針といたします。
　当社の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定
機関は株主総会であります。なお、当社は会社法第454条第５項の規定に基づき、
取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。
　この方針に基づき、当期の期末配当金につきましては普通配当２円を実施させ
ていただく予定です。この結果、当期の年間配当金は１株につき２円となる予定
です。

本事業報告中における金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 21 －

会社の体制及び方針、連結貸借対照表



2020/11/19 12:48:47 / 20675955_株式会社カナミックネットワーク_招集通知（Ｆ）

連　結　貸　借　対　照　表
（2020年９月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 　 　 物
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
出 資 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
保 険 積 立 金
貸 倒 引 当 金

1,851,431
1,706,530

74,151
6,526

95
43,642
33,978

△13,493
451,571
51,304

7,440
16,737
27,127

306,277
306,201

76
93,989

500
256

1,063
35,062
42,873
14,490
△256

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 385,146

買 掛 金 22,725
未 払 金 65,844
未 払 費 用 8,506
未 払 法 人 税 等 129,194
未 払 消 費 税 等 57,149
前 受 金 40,464
預 り 金 8,094
賞 与 引 当 金 31,227
資 産 除 去 債 務 16,000
そ の 他 5,940

固 定 負 債 12,009
資 産 除 去 債 務 11,209
そ の 他 800
負 債 合 計 397,155
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,906,127
資 本 金 192,060
資 本 剰 余 金 132,060
利 益 剰 余 金 1,582,485
自 己 株 式 △478

その他の包括利益累計額 △278
為 替 換 算 調 整 勘 定 △278

純 資 産 合 計 1,905,848
資 産 合 計 2,303,003 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,303,003
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連　結　損　益　計　算　書

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,881,444
売 上 原 価 267,377

売 上 総 利 益 1,614,066
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 959,593

営 業 利 益 654,473
営 業 外 収 益

受 取 利 息 33
為 替 差 益 1,540
補 助 金 収 入 19,347
雑 収 入 2,172 23,093

営 業 外 費 用
雑 損 失 566 566
経 常 利 益 676,999
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 676,999
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 207,959
法 人 税 等 調 整 額 △3,659 204,300
当 期 純 利 益 472,699
親会社株主に帰属する当期純利益 472,699
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連結株主資本等変動計算書

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

当連結会計年度期首残高 192,060 132,060 1,166,638 △478 1,490,280

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △48,130 － △48,130
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 472,699 － 472,699

連 結 範 囲 の 変 動 － － △8,721 － △8,721
連結範囲の変動に伴う為替換
算 調 整 勘 定 の 増 減 － － － － －

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) － － － － －

当連結会計年度変動額合計 － － 415,846 － 415,846

当連結会計年度末残高 192,060 132,060 1,582,485 △478 1,906,127

その他の包括利益累計額
純資産
合計為替換算

調整勘定
その他の
包括利益

累計額合計
当連結会計年度期首残高 － － 1,490,280

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △48,130
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 472,699

連 結 範 囲 の 変 動 － － △8,721
連結範囲の変動に伴う為替換
算 調 整 勘 定 の 増 減 △427 △427 △427

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 148 148 148

当連結会計年度変動額合計 △278 △278 415,568

当連結会計年度末残高 △278 △278 1,905,848
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　１社
・主要な連結子会社の名称　　　康納美克（大連）科技有限公司

(2) 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
　連結の範囲の変更　　　　　　　当連結会計年度から康納美克（大連）科技有

限公司を連結の範囲に含めております。これ
は、康納美克（大連）科技有限公司の重要性
が増加したことにより、連結の範囲に含める
こととしたものであります。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社である康納美克（大連）科技有限公司の決算日は12月31日であり
ます。連結計算書類の作成にあたっては、８月31日現在で実施した仮決算に基づ
く計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必
要な調整を行っております。

(5) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産
・仕　　掛　　品………個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）
・貯　　蔵　　品………最終仕入原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
 

イ　有形固定資産………定率法を採用しております。ただし、2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備については定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
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建物 10年～15年
車両運搬具 ４年～６年
工具、器具及び備品 ３年～８年

ロ　無形固定資産………定額法を採用しております。
なお、償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア（自社利用分）５年（社内における利用

可能期間）

③　重要な引当金の計上基準
イ　貸倒引当金　………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

ロ　賞与引当金　………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額
のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約
については工事進行基準（進捗率の見積もりは原価比例法）を、その他の契
約については工事完成基準を適用しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
為替差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債
は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相
場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
計上しております。

⑥　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
　　有形固定資産の減価償却累計額 167,169千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普通株式（株） 48,132,000 － － 48,132,000

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普通株式（株） 1,206 － － 1,206

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

2019年12月20日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額　　　　　48,130千円
・１株当たりの配当額　　１円
・基準日　　　　　　　　2019年9月30日
・効力発生日　　　　　　2019年12月23日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度になるもの
2020年12月18日開催の定時株主総会の議案として、剰余金の処分の件につ
き期末配当に関する事項を次のとおり提案する予定であります。
・配当金の総額　　　　　96,261千円
・１株当たりの配当額　　２円
・基準日　　　　　　　　2020年9月30日
・効力発生日　　　　　　2020年12月21日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

４．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達
については銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は、ヘッジ目
的以外には行わない方針であります。

－ 27 －
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②　金融商品の内容及びリスク
営業債権である売掛金及びその他金銭債権である敷金及び保証金は、取引先
の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、半年以内の支払期日となっております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
ａ　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社は、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに
適切な与信管理を実施することにより月単位で回収期日及び残高を管理す
るとともに、財務状況の悪化等により回収不能となるリスクの早期把握や
軽減を図っております。

ｂ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理
当社グループは、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流
動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2020年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは、次表には含めておりません。

（単位：千円）
連結貸借対照

表計上額 時価 差額

①　現金及び預金 1,706,530 1,706,530 －
②　売掛金 74,151 74,151 －
③　破産更生債権等 256

貸倒引当金（※） △256
－ － －

④　敷金及び保証金 31,908 31,592 △315
資産計 1,812,590 1,812,274 △315

①　買掛金 22,725 22,725 －
②　未払金 65,844 65,844 －

負債計 88,569 88,569 －
（※）　破産更生債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産　①　現金及び預金、②　売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

③　破産更生債権等
破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて
貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額か
ら現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時
価としております。

④　敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価の算定は、適切な指標に基づく利率で割り引いた現
在価値によっております。

負債　①　買掛金、②　未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 当連結会計年度末
（2020年９月30日）

出資金（※１） 500
敷金及び保証金（※２） 10,965

（※１）出資金については市場価額がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められるものであるため、時価開示の対象に含めておりませ
ん。

（※２）敷金及び保証金の一部は、回収スケジュールを予測することができ
ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④　敷
金及び保証金」に含めておりません。

３．金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 1,706,530 － － －
売掛金 74,151 － － －
敷金及び保証金 31,908 － － －

合計 1,812,590 － － －

なお、破産更生債権等256千円及び敷金及び保証金のうち10,965千円につい
ては、返還期日を明確に把握できないため、償還予定には含めておりません。
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５．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たりの純資産額 39円60銭
(2) １株当たりの当期純利益 9円82銭

６．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（2020年９月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 　 　 物
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
保 険 積 立 金
貸 倒 引 当 金

1,838,894
1,693,987

74,151
7,332

95
42,842
33,978

△13,493
474,742
50,032

7,440
16,737
25,855

321,714
321,637

76
102,996

500
10,000

256
729

35,062
42,213
14,490
△256

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 385,181

買 掛 金 22,156
未 払 金 68,118
未 払 費 用 8,506
未 払 法 人 税 等 129,016
未 払 消 費 税 等 57,149
前 受 金 40,464
預 り 金 7,829
賞 与 引 当 金 30,000
資 産 除 去 債 務 16,000
そ の 他 5,940

固 定 負 債 12,009
資 産 除 去 債 務 11,209
そ の 他 800
負 債 合 計 397,190
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,916,447
資 本 金 192,060
資 本 剰 余 金 132,060

資 本 準 備 金 132,060
利 益 剰 余 金 1,592,805

利 益 準 備 金 220
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,592,585

繰 越 利 益 剰 余 金 1,592,585
自 己 株 式 △478

純 資 産 合 計 1,916,447
資 産 合 計 2,313,637 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,313,637
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損　益　計　算　書

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,881,444
売 上 原 価 272,066

売 上 総 利 益 1,609,378
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 953,712

営 業 利 益 655,666
営 業 外 収 益

受 取 利 息 17
為 替 差 益 1,722
補 助 金 収 入 19,347
雑 収 入 2,172 23,260

営 業 外 費 用
雑 損 失 538 538
経 常 利 益 678,387
税 引 前 当 期 純 利 益 678,387
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 207,748
法 人 税 等 調 整 額 △3,659 204,089
当 期 純 利 益 474,297
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株主資本等変動計算書

(2019年10月 1 日から
2020年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 192,060 132,060 132,060 220 1,166,418 1,166,638

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △48,130 △48,130

当 期 純 利 益 － － － － 474,297 474,297

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 426,166 426,166

当 期 末 残 高 192,060 132,060 132,060 220 1,592,585 1,592,805

株主資本
純資産
合計自己株式 株主資本

合計

当 期 首 残 高 △478 1,490,280 1,490,280

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △48,130 △48,130

当 期 純 利 益 － 474,297 474,297

自 己 株 式 の 取 得 － － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － －

当 期 変 動 額 合 計 － 426,166 426,166

当 期 末 残 高 △478 1,916,447 1,916,447
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
・関係会社出資金………移動平均法による原価法
②　たな卸資産
・仕　　掛　　品………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）
・貯　　蔵　　品………最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
 

①　有形固定資産………定率法を採用しております。ただし、2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備については定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 10年～15年
車両運搬具 ４年～６年
工具、器具及び備品 ３年～８年

②　無形固定資産………定額法を採用しております。
なお、償却年数は次のとおりであります。
ソフトウエア（自社利用分）５年（社内における利用

可能期間）

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差
額は損益として処理しております。

(4) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金　………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

②　賞与引当金　………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額
のうち当事業年度負担額を計上しております。

－ 34 －
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(5) 収益及び費用の計上基準
事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約について
は工事進行基準（進捗率の見積もりは原価比例法）を、その他の契約につい
ては工事完成基準を適用しております。

(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 166,432千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務
短期金銭債権 － 千円
長期金銭債権 － 千円
短期金銭債務 10,555 千円
長期金銭債務 － 千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高 55,554 千円
営業取引以外の取引による取引高 － 千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,206 － － 1,206

－ 35 －
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

賞与引当金 9,186千円
貸倒引当金 4,210　〃
未払費用 1,322　〃
未払事業税 8,341　〃
減価償却費 1,242　〃
資産除去債務 8,331　〃
その他 3,439　〃

繰延税金資産合計 36,073千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △1,010千円

繰延税金負債合計 △1,010千円
繰延税金資産純額 35,062千円

６．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社

種類 会社等の名
称

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者と
の関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
康 納 美 克
（大連）科
技有限公司

直接100％
システム開発
業務の委託
役員の兼任

システム開発 55,554 買掛金
未払金

3,167
7,388

（※）システム開発の取引金額については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上、決定しており
ます。

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 39円82銭
(2) １株当たり当期純利益 9円85銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 36 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告　謄本
独立監査人の監査報告書

2020年11月５日
株式会社カナミックネットワーク

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 山 博 樹 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 野 　 巌 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社カナミックネットワークの2019
年10月１日から2020年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社カナミックネットワーク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査
に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき
なくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告　謄本
独立監査人の監査報告書

2020年11月５日
株式会社カナミックネットワーク

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人

東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 山 博 樹 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 平 野 　 巌 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社カナミックネットワーク
の2019年10月１日から2020年９月30日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以上
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監査役会の監査報告書　謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年10月１日から2020年９月30日までの第20期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情
報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しま
した。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な営業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情
報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業
務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ
き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が
適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表）及びその附属
明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の
執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

2020年11月６日
株式会社カナミックネットワーク　監査役会

常勤監査役 大 用 恭 市 ㊞
監　査　役 今 谷 俊 夫 ㊞
監　査　役 千 葉 恒 久 ㊞

（注）監査役大用恭市及び今谷俊夫は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に
定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　当社の配当方針につきましては、株主への利益還元と内部留保充実を総合的に判断
し、業績と市場動向の状況に応じて柔軟な対応を行っていくことを基本としておりま
す。
　第20期の期末配当につきましては、このような配当方針に基づき、当事業年度の業
績等を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類
金銭といたします。

２．配当財産の割当に関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき ２円
総額 96,261,588円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2020年12月21日
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第２号議案　取締役９名選任の件
　取締役全員（９名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番号

氏名
生年月日

略歴、地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

1

やま
山

 
　

もと
本

 
　

 
　

 
　

みのる
稔

1953年12月18日

2000年10月 当社設立
当社代表取締役社長

900,000株

2007年 １月 当社取締役会長（現任）
2010年 １月 特定非営利活動法人ASP・SaaS・ク

ラウドコンソーシアム（現特定非営
利活動法人ASP・SaaS・IoTクラウド
コンソーシアム）理事（現任）

2014年 ９月 株式会社SHO代表取締役（現任）
2019年 ４月 株式会社ネクサスホールディングス

取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社SHO代表取締役

（取締役候補者とした理由）
山本稔氏は当社の創業者として経営を担い、豊富な経験と実績を有しております。現在は
取締役会長として、経験に裏付けられた的確な視点から経営全般に関する助言を行ってお
り、重要事項の決定や業務執行に対する監督など適切な役割を果たしていることから、取
締役候補者といたしました。

2

やま
山

 
　

もと
本

 
　

よう
洋

 
　

こ
子

1950年５月17日

1992年 ６月 株式会社希望社入社

1,400,000株
2002年10月 当社入社

当社取締役副社長
2007年 １月 当社代表取締役社長
2014年 ９月 当社代表取締役副会長（現任）

（取締役候補者とした理由）
山本洋子氏は当社創業期より経営を担い、豊富な経験と実績を有しております。現在は代
表取締役副会長として、経営の陣頭指揮を執ってまいりました。また、会社全般の統括管
理、従業員の教育計画、法務全般などを中心に、企業価値向上に資する様々な経営課題に
着実に取り組んでおり、今後も強いリーダーシップが期待できることから、取締役候補者
といたしました。

－ 44 －

取締役選任議案
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候補者
番号

氏名
生年月日

略歴、地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

3

やま
山

 
　

もと
本

 
　

たく
拓

 
　

ま
真

1978年２月11日

2000年 ４月 株式会社富士通システムソリューシ
ョンズ（現富士通株式会社）入社

6,684,000株

2005年５ 月 当社入社
当社常務取締役

2007年１ 月 当社専務取締役
2011年４ 月 国立大学法人東京大学高齢社会総合

研究機構共同研究研究員
2012年 ４月 独立行政法人国立がん研究センター

外来研究員
2014年９ 月 当社代表取締役社長（現任）

（取締役候補者とした理由）
山本拓真氏は当社入社時より経営を担い、豊富な経験と実績を有しております。現在は代
表取締役社長として、経営の陣頭指揮を執ってまいりました。また、経営方針、事業の方
向性や営業戦略、開発計画、数値目標の立案などを通じて企業価値向上に資する様々な経
営課題に着実に取り組んでおり、今後も強いリーダーシップが期待できることから、取締
役候補者といたしました。

4

やま
山

 
　

もと
本

 
　

けい
景

 
　

じ
士

1982年７月８日

2005年 ４月 株式会社アマナイメージズ（現株式
会社アマナ）入社

722,000株

2008年11月 当社入社
2014年 ２月 当社取締役企画制作室室長
2014年 ３月 当社取締役企画制作部部長
2014年 ９月 当社常務取締役企画制作部部長
2019年12月 当社取締役副社長営業部部長兼企画

制作部部長（現任）

（取締役候補者とした理由）
山本景士氏は入社以来企画制作部門に携わり、コンテンツビジネスに関する豊富な経験お
よび知識を有しております。現在は企画制作部部長として、コンテンツサービスの構築や
当社システムのユーザーインターフェイス強化に寄与しており、これらの経験および実績
を当社経営に活かすことができると判断し、取締役候補者といたしました。

5

いし
石

 
　

かわ
川

 
　

りゅう
竜

 
　

た
太

1972年７月18日

1995年 ４月 株式会社日本コンピュータ開発入社

180,000株

2001年 ７月 株式会社富士通システムソリューシ
ョンズ（現富士通株式会社）入社

2009年４ 月 当社入社
当社開発部部長

2014年２ 月 当社取締役開発部部長（現任）

（取締役候補者とした理由）
石川竜太氏は入社以来開発部門に携わり、当社システムの開発に関する豊富な経験および
知識を有しております。現在は開発部部長としてシステム開発業務全般を統括し、新たな
当社システムの開発や機能強化、品質管理体制の構築に寄与しており、これらの経験およ
び実績を当社経営に活かすことができると判断し、取締役候補者といたしました。

－ 45 －

取締役選任議案
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候補者
番号

氏名
生年月日

略歴、地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

6

わか
若

 
　

ばやし
林

 
　

けん
賢

 
　

や
也

1969年４月22日

1999年 ６月 株式会社ＳＦＣＧ入社

510株

2006年 ６月 同社執行役員経理部長
2007年 ６月 株式会社アイフィスジャパン入社

同社経営管理部ディレクター
2015年12月 当社入社

当社管理部課長
2017年12月 当社管理部部長
2018年12月 当社取締役管理部部長（現任）

（取締役候補者とした理由）
若林賢也氏は前職より上場会社の管理部門全般に携わっており、経理分野を中心に豊富な
経験および知識を有しております。現在は管理部部長として管理業務全般を統括してお
り、当社のコーポレートガバナンスのさらなる推進・強化が期待できることから、取締役
候補者といたしました。

7

かき
垣

 
　

ぞえ
添

 
　

ただ
忠

 
　

お
生

1941年４月10日

1975年 ７月 国立がんセンター（現国立研究開発
法人国立がん研究センター）入職

180,000株

1992年 １月 同センター病院長
1992年 ７月 同センター中央病院長
2002年 ４月 同センター総長
2007年 ３月 財団法人日本対がん協会（現公益財

団法人日本対がん協会）会長（現任）
2007年 ４月 国立がんセンター（現国立研究開発

法人国立がん研究センター）名誉総
長

2009年６ 月 聖路加看護大学大学院特任教授
2011年６ 月 テルモ株式会社取締役
2011年６ 月 日本テレビ放送網株式会社（現日本

テレビホールディングス株式会社）
取締役（現任）

2014年２ 月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
公益財団法人日本対がん協会会長

（社外取締役候補者とした理由）
垣添忠生氏につきましては、医療分野における卓越した見識と幅広い経験を有しているこ
とから、社外取締役として当社の経営に有用な意見をいただけるものと判断しておりま
す。

－ 46 －
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候補者
番号

氏名
生年月日

略歴、地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

8

ふく
福

 
　

かわ
川

 
　

しん
伸

 
　

じ
次

1932年３月８日

1955年 ４月 通商産業省（現経済産業省）入省

180,000株

1986年 ６月 同省通商産業事務次官
1988年12月 財団法人地球産業文化研究所（現一

般財団法人地球産業文化研究所）顧
問（現任）

2002年11月 日本産業パートナーズ株式会社取締
役会長（現任）

2003年 ３月 学校法人東洋大学理事
2011年12月 ジェットスター・ジャパン株式会社

会長
2012年12月 学校法人東洋大学理事長
2014年６ 月 KDDI株式会社取締役
2014年７ 月 当社取締役（現任）
2015年４ 月 ジェットスター・ジャパン株式会社

名誉会長
2016年７ 月 有限責任あずさ監査法人経営監理委

員会委員
2017年 ７月 有限責任あずさ監査法人公益監視委

員会委員
2018年12月 学校法人東洋大学総長（現任）
（重要な兼職の状況）
学校法人東洋大学総長

（社外取締役候補者とした理由）
福川伸次氏につきましては、情報通信業における卓越した見識と幅広い経験を有している
ことから、社外取締役として当社の経営に有用な意見をいただけるものと判断しておりま
す。

9

ふた
二

がわ
川

かず
一

お
男

1956年12月２日
【新任】

1980年 ４月 厚生省（現厚生労働省）入省

－

2012年 ９月 厚生労働省大臣官房長
2014年 ７月 厚生労働省医政局長
2015年10月 厚生労働事務次官
2017年 ７月 厚生労働事務次官退官
2018年 ８月 内閣官房社会保障改革室政策参与
2020年 ６月 東レ株式会社取締役（現任）

（社外取締役候補者とした理由）
二川一男氏につきましては、医療介護・保健・社会保障・労働環境における行政官として
の豊富な経験と深い見識を有していることから、社外取締役として当社の経営に有用な意
見をいただけるものと判断しております。

（注）１．各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．垣添忠生氏、福川伸次氏及び二川一男氏の３名は、社外取締役候補者であります。

－ 47 －
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３．垣添忠生氏及び福川伸次氏は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２
に規定する独立役員として届け出ております。また、二川一男氏は同規定による独立役員
の要件を満たしており、独立役員として同取引所に届け出る予定でおります。

４．当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、垣添忠生氏、福川伸次氏との間において、
会社法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重大な
過失がないときに限り会社法第425条第１項各号に定める金額の合計額とする旨の責任限
定契約を締結しております。なお、本議案が承認可決され、垣添忠生氏、福川伸次氏及び
二川一男氏が選任された場合、垣添忠生氏及び福川伸次氏は引き続き継続し、二川一男氏
は新たに上記責任限定契約を締結する予定であります。

５．垣添忠生氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年10ヵ月であり
ます。

６．福川伸次氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年５ヵ月であり
ます。

７．二川一男氏は新任の社外取締役候補者であります。
８．各取締役候補者の所有する当社株式数は、2020年９月末日時点の株式数を記載しておりま

す。

以　上

－ 48 －
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株主総会会場ご案内図

会場：恵比寿ガーデンプレイスタワー４階　ＳＰＡＣＥ６
東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

至渋谷駅

恵比寿三越

恵比寿スカイウォーク

地下プロムナード

JR恵比寿駅

Ｎ

東京メトロ
日比谷線
恵比寿駅

シャトーレストラン
ジョエル・ロブション

至目黒駅 ザ・ガーデンホール
ザ・ガーデンルーム

恵比寿ガーデン
プレイスタワー

＜交通＞ ◆ＪＲ「恵比寿駅」下車
東口より「恵比寿スカイウォーク」（動く歩道）経由で約５分

◆東京メトロ日比谷線「恵比寿駅」下車
１番出口（ＪＲ方面）より「恵比寿スカイウォーク」（動く歩道）
経由で約７分

◎雨天の場合は、屋根付きの「恵比寿スカイウォーク」（動く歩道）終点から上記
ご案内図中で点線で示した地下道を経由することにより、傘などを使用せずにご
来場いただくことができます。
駐車場のご用意をいたしておりませんので、公共交通機関をご利用ください。

◎本年は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、会場内外での当社係員によるご
案内は控えさせていただきます。何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

地図


